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i.緒 言

農業開発計画を策定 しようとする場合,そ れぞれの

地域が どのような性格 の地域であるかを明確 にするこ

とは非常 に重、要であ る.

地域の性格づ けを行 う際,最 も簡便 な方法 は,地 域

の性格を端的 に表わす と考え られ るい くつか の指標を

選んで 単純平均 した り,分 析 目的 にあわせて主観的に

付 した ウエイ トを川 いて加重平均 した りする方法であ

る.し か し,単 純平均はウエイ トがすべての指標 につ

いて同一 であると考える ことに等 しいので,こ れ らの

方法 はいずれ もウエイ トについての客観性が保証 され

ない.

このよ うな問題を解 決す る方法 として,最 近次第に

k成 分分析や因 子分析等 のいわゆる多変量解析が利用

され るよ うになって きた.こ れによ って,本 来多変量

的性格を もつ地域特性がその多変 量的性格 を失 うこと

な く,い くつ かの基本的成分 ないし因子 によって表現

され るよ うになった.ま た,距 離概念の採用 によって

多次元空間に布 置された基域(単 位地域)の グル ープ

化 は,ク ラスター分析その他 の導入 によ って著 しく効

率化 ・客観化 されつつあ る.

本研究の 目的は,こ のよ うな最近の地域 区分 に関す

るデータ処理 手法 のなかで最 も中核的な位 置を占める

と思 われ る主成分分析およびクラス ター分析 を福岡県

南部(筑 後川水系地域の うち福 岡県 に属する地域)の

市町村別データに適用す ることによって実用 的 ・客観

的な農業地域区分を行 い,各 地域 を性格づ ける ことで

ある.

H.分 析 対 象 地 域 お よ び 方 法

1。 分析対象地域

本研究 に お いて 分析 の対象 として とりあげる 地域

は,図1に 示すよ うな福岡県南部地域で ある.関係市 町

村数は9市22町4村 の計35市 町村,総 面積 は約1774

km2で あ る.

当地域 の産業構造 は,県 内他地域 と同様,第3次 産

業を中心 と し,こ れに第1次 産業,第2次 産業が加 わ

って形成 されてい る,し か し,県 内の第1次 産業にお

いて,こ の地域は大 きな 比重を 占めている.県 全体

の総就業人口 に 占める 当地域の 総就業人 口の 割合が

25・2%で あるの に対 し,第1次 産 業就業人口 に占める

割合 は54.0%と 非常 に高 い.特 に,農 業就業人 口は

県全体 のそれの55.6%を も 占めており,県 内の農業

者の うち過半数以上 がこの地域内に居住 している こと

になる.つ まり,県 内において特 に農業の比重 の高 い

地域だ とい うことができる.

この地域 は,一 般 には水 田地帯 として認識 され,温

暖多雨な気候 と肥沃な地味 を利用 して古 くか らわが国

有数の穀倉地帯をつ くりあげている.ま た,耳 納山麓

地帯や矢部川流域の丘陵地帯 は果樹の栽培が さかんで

あり,さ らに増殖 も進んで いる.

2.分 析方法

分析方法 と して は,多 変量解析法 のうち主成分分析



図1.分 析 対 象 地 域.

と ク ラス タ ー分 析 とを用 い た.

主 成 分 分析(PrincipalComponentAnalysis)と

は,互 い に相 関 の あ る 多種 類 の変 数 の もつ 情 報 を そ の

情 報 の 損 失(ロ ス)を 最 小 にす るよ うな合 成 変 数(総

合 特 性 値)に 要 約 す る とい う役 割 を果 たす 手 法 で あ

る,主 成 分分 析 が 地 域 区分 との 関 連 で い か な る 役割

を果 た す か につ いて は,既 にBerry(1961,1968),

King(1969)が 詳 述 し,わ が 国 で は,高 橋(1967),

奥 野(1971)が サ ーベ イ を行 って い る.

一 方 ,ク ラス タ ー分 析(ClusterAnalysis)は,集

群(集 落,集 塊)分 析 と もいえ る もの で,n個 の対 象

のP次 元 空 間 に お け る 分 布 の 状 態 か ら"似 た もの 同

士"を 集 め て,い くつ か の ク ラス タ ー(集 群,集 落,

集 塊)を 作 って い く手 法で あ る.こ の手 法 は,普 通,

類 似 性 を 距離 に置き か え る こ と によ って分 類 が 行 わ れ

る.本 研 究 に おい て用 い た ア ル ゴ リズ ム(算 法)は,

群 平 均法 で あ る,

3.基 域 の単位

木研究では,基 域(単 位地域)と して市町村 を採用

した.そ の理 由は,利 用 可能なデータが豊富 で得やす

いことと,本 研究の目的 には市町村単位 で十 分である

と考えたか らである.し か し,現 行 の市 町村 はその1」

政領域 が拡大 し,1つ の市町村の中に市街地 部分 もあ

れば純農村的な地域 もあり,ま た,過 疎化の進んでい

る山村地域 も含まれるといったよ うに異質 の地域が混

在す る場合が多 くな っている。従 って,よ り厳密な意

味での地域区分 には,農 業集落ない し末端 の行政区を

採用するのが望 ましい ことは言うまで もな い.

IH,経 済 地 帯 区 分

1.変 数の選択

まず,本 節 においては,農 業を とりま く社会経済的

環境条件 の差異 に応 じた 地域区分を行 った.こ れ は,

農業構造 の変化が農 業内部 よりむ しろ非農業部門の動



向によ って大き く影響 されることを考 えると,農 業生

産活動が行われる空間が地 方経済圏の発展の中で どの

ような位置を占めているか,つ まり地方経済圏の空間

的 な発展のなかに各市町村 を位置づ けて,経 済的な位

表1,入 力 変 数.

1.総 人[(入)

2.人 口密 度(人/km2)

3。工 業密 度 ぐ製造 業出 荷 額/土地面積,万 円!ha)
4.商 業 密 度(商 業年 間 販 売額/土地 面積,万 円/

ha)

5.人 口増 加 率(%)

6.第2次 産 業就 業 人U率(%)

7.第3次 産 業 就業 人 口率(%)
8.農 家 率(%)

9.農 業就 業入 口率(%)

lo,専 業 農 家 率(%)

11.第1種 兼 業 農家 率(%)

12,第2種 兼業 農家 率(%)

13.耕 地 率(%)

14.水 田率(%>

15.樹 園 地 率(90)
16.林 野 率(%)

17.番 イ〈家 〉率く(%♪

18,林 業 兼 業農 家率(%)

,!ll

D変 数 の 値 は 人 目増加 率 を 除 いて1975年 の

値 で あ る.

2)人 口増 加 率 は1975年 の1直を1970イ1ζ で割 っ

た もので あ る.
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置の差異 と農業構造の差異 とを相互 に関連 させ ること

が必要だ と思 われたか らである.そ こで,変 数 として

農業を とりま く環境条件 の差異を表現 するような変数

群を選択 してみた.そ して,主 成分分析 を行 う上で適

当と思われる変数 としては,相 関分析等 の予備的デー

タ処理によ り,最 終的に表1に 示す18変 数 を 採用す

ることに した.

2,主 成分分析の結果 と主成分の解釈

表2は,分 析 によつて抽出された第10主 成分 ま で

の固有値 と寄与率 を 示 す.第1主 成分 の 寄与率 は

50.71%,第2主 成分の寄 与率 は19.35%,第3主 成

分の寄与率 は10.67%で ある.こ の第3主 成 分まで の

累積寄与率 は,80.73%で 全変動 の約8割 を説 明 して

いる,第10主 成分まで の累積寄与率 は,98.91%に も

およんで いる.本 節 においては,第3主 成分までを分

析の対象 と した.

表3お よび表4は,第3主 成分 までの固有 ベク トル

表2.固 有値及び寄与率.

表3.固 有ベ ク トル及び因子負荷量.



表4.市 町村成分得点.

と因 子負 荷 量,お よ び成 分 得点 を示 した もの で あ る.

これ らに基 づ いた 各主 成 分 の解 釈 は,以 下 の 通 りで あ

る.

第1主 成 分 第1主 成 分 は全 分散 の50.71%を 説 明

す る.こ の成 分 で 高 い 正 の相 関 を示 す変 数 は,総 人 口,

人 口密 度,工 業 密 度,商 業 密 度,第3次 産 業 就 業人 口

率 等 で あ る.こ の うち最 も高 い因 子負 荷 量 を示 す の は

人 口密 度(0.9435)で,以 下,商 業密 度(0.9207),

工 業 密 度(0.8648),総 人 口(0.7552),第3次 産 業 就

業 人 口率(0.7205)の 順 で あ る.こ れ に対 して,負 の

高 い相 関 を 示 す変 数 は,農 家 率(-0.8224),農 業 就

業 人 口率(-0.8548),樹 園地 率(-O.7434),林 野率

(-0.7381),林 家 率(-0。8589),林 業 兼 業 農 家 率

(-0.7553)等 とな って い る.正 の 相 関 を もつ 変 数 は

そ の ほ とん どが人 口集 積 の指 標 と都 市的産 業 部 門 へ の

就 業 依 存 の 指標 で あ り,都 市 的な 特 徴 を表 わ し て い

る.他 方,負 の相 関 を もつ変 数 は,山 村 的 な特 徴 を表

わ して いる.そ の意味で,こ の成分 は都市化の程度1)

を示す総合特性値 と解釈 される.

第2主 成分 原デ ータの全分散の19.35%を 説明す

る.そ の説明力 は第1主 成分の 約5分 の2に す ぎず,

各変数 の負荷量 も第1主 成分に比べて低い値 しか示 し

ていない.こ の うち最 も高い正 の相関を示すのは専業

農家率(o.7683),他 方最 も高 い負の相関を 示す のは

第2種 兼業農家率(-0.8364)で ある。 また,第1種

兼業農家率(0.6409),耕 地率(0.6639)も ある程度

高い正 の相関を持 っている.こ の意味で,第2主 成分

は各市 町村 の農家の農 業活動 にみ られる格差,つ まり

農業部門への依存度 の高さを示す総合特性値 とい った

解釈がなされる.こ の成分 の得点 の低 い市1町村が,人

牟田 市,筑 紫野 市,太 宰府 町,小 石原村,宝 珠山村,

矢部村,星 野村,杷 木町,浮 羽町等で あることを見て

もこの意 味づ けは妥当だと思われ る.

第3主 成分 第3主 成分 の説明する比率 は10.67%

で第2k成 分 に比較 しで 一段 と低 くな り,第1主 成 分

の約5分 の1で あ る.総 人 口,入 口密度,第3次 産業

就業人口率,樹 園地率が高 い正の相関を,第2次 産業

就業人口率,農 家率,耕 地率,水 田率 が負 の相関を示

して いる.こ れ らの ことか ら,第3主 成分 は平地農村

的あるいは山村的性格の弱さを示す総合特性値 と解 釈

され る.市 町村 の成分得点 は,太 宰府町が最高であ り

宝 珠山村,大 和 町,大 刀洗町,大 木町,城 島町はいず

れ も高 いマイナスの値を示 していることか らもこうい

った意味づ けはほぼうなづける.

3.ク ラスター分析の結果

主成分分析の結果得 られた第1,第2,第主 成分

の得点 を利用 してクラスター分析 を行 い,35市 町村の

グルーピングを した.そ の結果,35Tli町 村は12サ イ

クル 目に1グ ループにまとま った.分 類の過程を整理

す る方法 としてはデ ンドログ ラム(樹 形図)が あ り,

図2に それを示 した.こ のデ ン ドログラムの形状 か ら

対象地域 は5グ ループに分類す るのが妥当であ ると考

え られた.第1の グループは大牟田市 か ら太宰府町ま

での4市 町村,第2の グループは柳川市 か ら大刀洗市

までの21市 町村,第3の グループは 杷木町 と浮羽町

の2市 町村,第4の グループは黒木町か ら山川町まで

の4市 町村,第5の グループは小石原村 か ら星野村ま

で の4市 町村で ある.

そこで,こ の5グ ループを地域 と し,そ の持 ってい

1)た だ し
,本 研究 で 取 りあげ た いず れ の性 格 も,研 究 対 象 地域 内の 相 対 差 を 問題 と して お り,も っ と広 い地 域

を考 えた 際 の 相 対 的 な意 味,絶 対的 な意 味 を もた な い.



表5.入 力変数.

図2.デ ン ドロ グ ラム(樹 形 図)t

1.耕 地面積(ha)
2.耕 地面積 の変化率(%)
3.生 産農業所得(百 万 円)
4.1.Oha未 満農家率(%)

5.2.Oha以 上農家率(%)
6.100万 円以上販売農家率(%)
7.販 売な し農家率(%)
8.1戸 当 り経営耕地面積(a)
9.1戸 当 り経営耕地面積 の変化率(%)
10.1戸 当 り生産農業所得(千 円)
lI.10a当 り生産農業所 得(千 円)
12.農 従者1入 当 り生産 農業所得(千 円)
13.水 稲10a当 り収量(昭 和40年 か ら昭和49年 ま

での平均収量,kg)
14.専 業及 び第1種 兼業農家 の変化率(%)
15.中 核的担 い手農家率(男 子専従者が1人 以上

いる農家の割合,%)
16.あ とつぎ専従農家率(%)
17.専 従者な しの農家率(%)
18.農 業従事者 中16～59才 の 男子 で150日 以上

農業 に従事 する者の割合(%)
19.基 幹的農業従事 者の変化 率(%)
20.中 核的担 い手農家の変化率(%)
21,1戸 当 り農業就業人口(人)
22.1戸 当 り基幹的農業従事 者数(人)

註
1)変 数 の値 は変化率を除いて1975年 の値で あ

る.
2)変 化 率は1975年 の値を1970年 の値で割 った

ものである.

資料
1)農 林省統 計事務所編;第18次 福岡農林水産

統計年報,第22次 福岡農林水産統計年報,

第23次 福 岡農林水産統 計年報
2)農 林省農林経済局統計情報部;生 産農 業所

得統計
3)農 林省統計 調査部;1970年 世界農林業セ ン

サス福岡県統計所

る特性か ら次のよ うに名づ けた.す なわち,第1の グ

ループは都 市近郊地帯,第2の グループ は平地農村地

帯,第3の グループは準平地農村地帯,第4の グルー

一は農山村地帯,第5の グループは山村地帯 というよ

うに.

以上の分析 の結果得 られた経済地帯区分 図を図3に

示 した.

IV.農 業 の 総 合 発 展 性 に よ る 地 域 区 分

1.変 数の選択

本節 においては,農 家 の経営規模,農 業労働力 の質

的 ・量的側面,生 産性側面,地 域 としての農業の総規

模 とい った視点か ら,す なわ ち農業 および農家 自体 の

性格の差異か ら,さ らに換言すれば農業の総合発展性

といった視点か ら地域 区分を行 うことを目的 とした.

従 って,変 数 としてはある時点における地域農業 。農

家の特性 を示す静態的な変数 とその時系列的な動 向を

示す動 態的 な変数 とを相互 に組み合せ て使用すること

にし,相 関分析等 の予備的データ処理 によ り最終 的に

表5に 示す22変 数 を採用 した.

2,主 成分分析の結果 と主成分の解釈

35市 町村,22変 数 か ら成 る原データ行列に 主成分

分析を試みると次のよ うな 結果 が得 られ た.表6は,

分析 によ って抽出 された第10主 成分 まで の 固有値 お



表6.固 有値及 び寄与率. 表8.丁 市 町村 成 分 得点,

表7.固 有 ベク トル及び因子負荷量.

よび寄与率 を示 している.第1主 成分の説明す る分散

比率(寄 与 率)は46.97%で,第2主 成分以下を大き

く引き離 している.第2主 成分 には17.80%が,第3

主成分 には12.76%が,そ れぞれ集 まってい る.第5

主成分までの累積寄与率 は87.99%,第10主 成分 まで

の累積寄与率 は97.82%で 全変動 のほとん どを説明 し

ている.

ここにおいて,本 節で は,地 域 区分のための指標 と

して第1主 成分 と第2主 成分の2主 成分を採用 する事

にした.第2主 成分までの累積寄与率 は64.77%で あ

り,こ の2成 分だけで22変 数 の もつ全情報 の約65%

をカバ ー しうることになる.

表7お よび表8は,第2主 成分 までの固有 ベク トル

と因子負荷量,お よび 成分得点 を示 した もので ある.

これ らに基づいた成分の解 釈は以下の通 りで ある.

第1主 成分 第1主 成分の 寄与率 は46.97%で あ

る,こ の成分で正 の高 い相関を示す変数 と し て は,

100万 円以 上 販売 農 家 率(O.7918),1戸 当 り経営 耕 地

面 積(0.7338),1戸 当 り生 産 農業 所 得(0.8203),中

核 的担 い手 農 家 率(0。9⑪82),あ と つ ぎ 専従 農家 率

(0.7994),農 従 者 中16～59才 の男 子で150日以上 農

業 に従 事 す る 者 の割 合(0.8795),1戸 当 り農 業 就 業人

口(0.8997),1戸 当 り基 幹 的 農業 従 事 者数(O.8695)

等 が あげ られ る。 他 方,高 い負 の相 関 を 示 す変 数 と し

て は,1.Oha未 満 農 家 率(-0.7228),販 売 な し農 家

率(-0.7740),専 従 者 な しの 農家 率(-0.8703)が

あ げ られ る.こ れ らの こ とか ら,第1主 成 分 の意 味 づ

け は農 業労 働 力 を 豊 富 に か か え た規 模 の 大 き な経 営 が

多 い地 帯 とそ うで な い地 帯 とを対 比 す る もの,す な わ

ち規 模 の差 異 を 示 す 総合 特 性 値 と い う こ とにな ろ う.

第2主 成 分 第2主 成 分 は 原 デ ー タ の 全 変 動 の

17.80%を 説 明 す る。 これ は,第1D成分 の説 明 力0)

約2,6分 の1に 相 当 す る.こ の成 分 に もい くつ か の変

数 が 関 連 して い るが,10a当 り生 産 農 業所 得(0.7602),

農 従 者1人 当 り生 産 農 業所 得(0.7812),水 稲10a＼ 「1

り収量(0.9116)が 高 い 王 の相 関 を も って い る.他 方

負 の相 関 を示 す 変数 で 高 い負 荷 量を持 つ もの は な い.



図4.デ ン ドロ グ ラム(樹 形承D.

図5.農 業の総合発展桝によ る地域 区分図.

従 って,第2主 成 分 は生 産 性 の 程度 を示 す 総合 特 性 値

と解 釈 さ れ る.

3.ク ラ ス ター 分 析 の結 果

第1主 成 分,第2主 成 分 の成 分 得点 を基 に ク ラス タ

ー 分 析 を行 い 図4に 示す よ うな デ ン ドロ グ ラ ム を得

た.

さて こ こで,対 象 地 域 を い くつ に区分 す る のが 妥当

か と い う問題 がで て くるわ け だが,こ こで はデ ン ドロ

グ ラ ムの形 状 な どか ら5グ ル ー プの 段 階 を もって 地 域

1,II,III,IV,Vと した.デンドログラム で み る と

1地 域 と して は 黒 木 町か らi'/.花町 まで,11地 域 と して

は久留米市か ら広川町まで,Eil地 域 としては柳川 市か

ら筑紫野 市まで,TV地 域 としては上陽町 と矢部村,〉

地域 と しては太宰府町か ら小石原村までが,そ れぞれ

属す る.i地 域 は農業の総合 発展性が最 も大き く,以

ド,li地 域,III地 域,IV地 域,V地 域の順 に小 さくな

る.

地域区分の結果を図示 したのが図5で ある.

V.経 済 地 帯 と 農 業 の 総 合 発 展 性 の 組

合 せ に よ る 地 域 区 分

1,経 済地帯 と農業 の総合発展性の組合せによる地

域区分

IIiにおいては,経 済地帯区分 として対象地域 を融b

近郊地帯,平 地農村地帯,準 平地農村地帯,農 山村地

帯,山 村地帯の5地 域 に区分 した.つ まり,そ こで は

農業を とりま く社会経済的環境 条件によって各市町村

を位置づけた.続 くIVに おいては,農 業の総合 発展性

による地域 区分 として各 市町村の農業 および農家自体

の持つ特性 によって対象地域を5地 域(1,ll,H1,

lV,V)に 区分 した.

従 って,こ の両区分を組合せて地域 区分を行えば各

市町村の農 業および農家が どのよ うな社会経済的環境

条件の中にあ り,ま た,そ れ自体が どのような特性 を

持 っているかが明 らかになるわ けである.表9に 地域

区分の結果を示す,こ こにおいて,対 象地域 は最 終的

にA,B,C,D,E,F,G,H,1,J,Kの11

地域 に区分 された,

表9に よ って各地域の性格 は十分把握で きるわけで

あるが,次 に もう少 し詳 しく各地域の農業および農家

の特性を記述 してお く、

2.各 地域の特性

1)農 家の経営規模 ・農業生産力か らみた各地域の

特性

農家 の経営規模 の指標 としては,農 家1戸 当り経営

耕地面積,農 家1戸 当り生産 農業所得額,農 家1戸 当

り基 幹的農業従事者数,農 家1戸 当り農業 機械台数を,

また,農 業生産力の指標 としては土地 生産性 と労働生

産性を とりあげた,表10は,各 地城のそれぞれの値

を示 した ものである.

一般 的には,農 業の総合 発展性 が人 きい地域 か ら小

さい地域 へと移 るにつれて農家の経営規模 は零 細にな

り農業生産力 は低下する傾 向がある.し か し,農 業 の

総合発展性が同程度 の地域で も経済地帯 の違いによ っ

て経営規模 と農 業生産力 には若干の 差異がみ られる.

また,都 市近 郊地帯,平 地農村地帯の農 業は相対的に



表9.経 済地帯及 び農業の総合発展性 による地域区分.

表10.地 域別経営規模 と農業生産力.

労働節約 ・資本集約型であ り,農 山村,山 村地帯の農

業 は相対 的に労働多投型で ある.

各地域 ごとの特性 は以下 の通 りである。

A地 域は,ll地 域の中で もG地 域,D地 域 と共に経

営規模の大 きい地域である.ま た,農 業生産力 も高水

準で,農 業 の レベル は非常 に高 い.B地 域 は,経 営規

模,農 業生産力共 に11地 域 の中ではほぼ 中位の 水準

にあり,F地 域 と類似 している.C地 域 は,経 営規模

が零細である.な かで も農家1戸 当 り基幹 的農業従事

者 は0.37人 とll地 域 の中で最小 とな っている.し か

し,農 家1戸 当り農業機械台数 は6.0台 と11地 域 の

中で最大であり,労 働節約 ・資本集約 型の農業地域 で

あることを示 してい る.農 業生産力の水準 は 高 く な

い.D地 域は,A地 域 に非常 に類似 した地域であるが



そこよりも経営規模,農 業生産力共にわずかなが ら上

まわっている.こ この農業の レベ ルは非常 に高 い.E

地域 は,農 家1戸 当り農業従事 者がC地 域 に次 いで少

ない.し か し,農 家1戸 当 り農 業機械台数 は5.0台 と

比 較的多 い.す なわちここもC地 域 と同様,相 対的 に

労働節約 ・資本集約型 といえる.農 業生産力の水準 は

高い.F地 域 は,前 述の ようにB地 域 にほぼ類似 した

地域で あるが,生 産性 はより高水準 にある.G地 域 は,

経営規模指標の うち農家1戸 当 り経営耕地面積,農 家

1戸 当 り生産農業所得額,農 家1戸 当 り基幹的農業従

・1諸が11地 域中最人であ り,経 営規模 の大 きい地域

である.資 本規模指標で ある農家1戸 当り農業機械台

数 は4,0台 と中程度 の値 を示 してお り,こ の地域の農

業が相対 的に労働多投型で あることを示 して いる.農

業生産力は比較的高水準にある.H地 域 は,農 家1戸

当り基 幹的農業従事 者が多 く労働多投型 の農業が行 わ

れて いる.ヒ 地生産性は高水準 にあ るが労働生産性 は

最低 の値を示 して おり,農 業生産力 はあま り高 い地域

とはいえない.1地 域 は,経 営規模指標の うち農家1

戸 当り経営耕地面積 と農業機械台数がそれぞれ51a,

2.7台 と最低 であ り,経 営規模が零細である.し か し

農業生産力 は非常 に高 く,土 地生産性,労 働生産性共

に11地 域中最 高である.J地 域 も経営規模 は零細で

ある.し か し,農 家1戸 当 り農 業従事 者はG地 域 に次

いで2番 目に多 く,農 業 は労働 多投型 といえ る.農 業

生産力水準 は非常 に低 く,特 に労働生産性 はH地 域 に

次いで2番 口に低 い,K地 域 は,農 家1戸 当り経営耕

地面積,農 家1戸 当 り生産農業所得額 の 両者が11地

域中最低 の値を示 している.ま た,農 家1戸 当 り基幹

的農業従 事者 も農家1戸 当 り農業機械台数 も非常に少

ない とい う状態で格段 に経営規模は零細であ る.さ ら

に,土 地生産性 は最低で あり,農 業生産力 も低水 準に

とどまつている.

2)農 業生産の動向か らみた各地域 の特性

農業生産 の動向を見 るための指標には種 々の ものが

あるが,こ こで は農業粗生産額 を とりあげ 指標 と し

た.農 業粗生産額 は,at11に 示す ように昭和40年 か

ら昭和49年 までの9年 間 に,小さい所で1.4倍,大 き

い所で3.9倍 増加 した。

地域別 に昭和40年 と昭和49年 の農業粗生産額 の作

目別構成割合を大きいほうか ら上位5位 まで示 したの

が表12で あ る.全 般的な傾向 として は,第1に,麦

類 の割合の減少 が顕著 なことである.昭 和40年 に は

上位5位 の うちに麦類の はいる地域が6地 域 もあった

のに対 して昭和49年 には1地 域 もな い 状態になつて

表H.農 業粗生産額の動 向.(
単位:百 万円)

資料

農林省農林経済局統計情報部;昭 和40年 生産農

業所得統計,昭 和49年 生産農業所得統計よ り作

成.

お り,さ らに生 産額 がゼ ロの 地域 が3地 域(1,」,

Kの 各地 域)も 出現 す る に至 って い る.第2に,米 の

割 合 の 減少 で あ る.9年 間 で 米 の 占 め る割 合 は 全地 域

で 減少 して き て い る,第3に,鶏 の割 合 の 減少 で あ

る.こ れ は,準 平 地 農村 地 帯,農 山村 地 帯,山 村地 帯

で 特 に著 しい傾 向 で あ る.第4に,果 実 の割 合 の増 加

で あ る,昭 和40年 に は 上 位5位 の うち に 果 実 の はい

る地 域 は6地 域 だ った の に対 し,昭 和49年 に は9地

域 に も増加 して い る.第5に,種 苗 ・苗木 類 ・その 他

の割 合 の増 加 で あ る,上 位5位 の う ちに種 苗 ・苗 木 類

・そ の他 の は い る地 域 は,昭 和40年 に はゼ ロで あ っ

た ものが 昭 和49年 に は3地 域(A,F,1の 各 地 域)

に な った.

次 に,こ の9年 間 の農 業粗 生 産 額 の 増加 に対 す る各

作 目の寄 与率 を見 る と,A地 域 で は 米(34.2%)と

種 苗 ・苗木 類 ・そ の他(15.7%)が,B地 域 で は米

(43.0%)と 果実(15.9%)が,C地 域 で は米(45.3

%)と 鶏(42.4%)が,D地 域 で は米(34.6%)と 野

菜(17.2%)が,E地 域 で は米(53.4%)とr二 芸農

作 物(19。7%)が,F地 域 で は果 実(44.8%)と 米

(18.1%)が,G地 域 で は 果 実(46.6%)と 野 菜

(24.1%)が,H地 域 で は加 工農 産物(38.7%)と 工

芸農 作 物(18.7%)が,1地 域 で は:工芸農 作 物(34.4

%)と 加 工農 産 物(25.4%)が,J地 域 で は 工 芸農

作 物(28。2%)と 米(26.2%)が,K地 域 で は野 菜

(36.2%)と 米(34.4%)が,そ れ ぞ れ大 き く寄 与 し

て い る.つ ま り,都 市 近 郊地 帯 お よび平 地 農 村 地 帯 に

お いて は米 の寄 与 率 が,準 平地 農 村 地帯 お よ び農 山村

地 帯 に おい て は果 実 の 寄与 率 が,山 村地 帯 に おい て は

工芸農 作 物 の 寄 与率 が,そ れ ぞれ 高 い の で あ る.



表12.農 業粗生産額 の作 目別構成割合の推移,

註()内 の数字 は構成割合 を示す,

資料/表11に同じ.

以上 の結果か らほぼ次の ことがいえよ う.都 市近郊

地帯 においては米作 を中心 とし高地価 と高労 賃を節約

す るために資本装備強化型の施設 園芸,大 規模採卵 養

鶏,ブ ロイラー養鶏 あるいは養豚 などが発達 し,次 の

平地農村地帯では米作 と組合わせてそ菜,養 鶏,酪 農・

い 草などの複合経営が分布 し,3番 目の準平 地農村地

帯および4番 目の農 山村地帯 においては水 田に傾斜地

の普通 畑,樹 園地,砲 地,林 地を組合 わせ て米,果 樹,

茶,酪 農,肉 牛飼育 などを営む複合経営が分布 し,最

外側 の山村地帯では 大面積の山林 と組合 わせて 米作,

肉牛飼育,果 樹,シ イタケおよびタケノコの栽培 など

が営 まれている.

vLむ す び

福岡県南 部の35市町村 について,農 業を 中心 と し

た地域特性を示す多変数を とりあげ農業地域区分 を試

みた.そ の過程な らびに結果 は 次のように 要約 さ れ

る,

まず最初 に,経 済地帯区分 として,分 析対象地域の

35市 町村 についてその 地域農業をとりま く社会経済

的環境条件 の差異 を表現す る18変 数 をとりあ げ 主成

分分析 を有 った.こ の結果,3主 成分が抽出され,そ



れそれ次 のように解 釈された.第1主 成分:都 市化,

第2主成分:農 業部門への 依存度(つ まり 農家の性

格),策3主 成分:平 地農村的あるいは 山村的性格.

第1主 成分 の説明力は50.71%に も達 し,最 も重視す

べ き成分で あった.策2}三 成分の 説明力 は19.35%,

第3主成分 の説明力 は10.67%で あ った,

この3主 成分の成分得点を基 にクラスター分析 を行

い地域 区分を試みた.こ の結果,対 象地域 について,

5地 域(都 市近郊地帯,平 地農村地帯,準 平地 農村地

帯,農山 村地帯,山村地帯)が設定 された.

次 に,農 業の総合 発展性 による地域区分 として,各

市町村 の農 業および農家自体 の もつ性格の差異を表 わ

す22変 数を とりあげ,こ れに対 して も主成分分析を

行 った.こ の結果,2主 成分が抽出され,そ れぞれ次

のよ うに解釈 された.第1主 成分:規 模,第2主 成分

生産性.第1主 成分 の説明力 は46.97%,第2}1成

分の説明 力は17.80%で あ った、

この21{成 分の成分得点 に基づいてクラスター分析

を行 い,地 域区分 を した.こ の結 果,農 業の総 合発展

性の相違 によ って5地 域(農 業の総合発展性 の大きい

地域 か ら順 に[,ll,III,八,Vと した)が 設定 され

た.

最後 に,以上 の2地 域区分の結果を組合わせ ること

によって最終的 な 地域区分を行 った.こ こにおいて,

分析対象地域はH地 域(A,B,C,… …,K)に

区分 された.ま た,こ れ らll地 域の 特性 につ いても

合せ て記述を行 った.

本研究で用 いた分析手法自体 は客観 的な ものであ る

が,使 用 された変数の選択あるいは抽出された霊成分

の数が客観 的であったか どうかとい う問題が残 されて

いる.し か し,地 域区分は とりあげた特性 と地域 に関

す る記述の要約 にす ぎないのであ るか ら,一 般 門的の

完全な地域区分を行 うことは不可能であろう.従 って,

地域区分をより完全 にしてい くため には,こ こで使用

された以外 の特性 による地域区分 との対比が重要 にな

ると考え られるが,こ れは今後の研 究課題であ る.

ともあれ,こ こで研究 した地域区分 の方法 は,農 業

開発計画等 の策定 にあた っての計画地域 の設定 といっ

た問題 に対す る有力な一接近法であることにまちがい

はないと思われ る.
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                                 Summary 

   The purpose of this study is to establish an agricultural regionalization of the 
southern part of Fukuoka Prefecture by using both empirical and objective me-
thods. 
   The studied area is divided into the vicinity of the Chikugo river and the ad-

joining mountainous region. This area is characterized by a warm and heavy rainy 
climate and high soil fertility. It has been known as a leading cereal producing 
district in Japan. The area is comprised of 35 administration units (cities, towns 
and  villages)  . 

   Firstly, to make the economic regionalization of this area, 18 variables of the 
socio-economic and environmental factors were chosen for the principal component 
analysis (PCA). The analysis shows that 80.73 % of the total variance could be 
explained by the first, second and third principal components. Some considerations 
were paid to the interpretation and the scores of these components. 

   The first principal component could explain 50.71 % of the total variance. 
The variables having a positive correlation with this component were the indices of 
population density and the industrial worker indices. The variables having negative 
correlation with this component were mainly the rural-related ones. Therefore, 
this principal component offered the aggregate index of urbanization. 

   The second principal component which could explain the total variance of the 
original data by 19.35 % might be interpreted as the aggregate index showing the 
degree of dependency of the agricultural sector. 

   The third principal component, explaining 10.67 % of the total variance, show-
ed the weakness of the character of both villages in the plain region and those 
in the mountainous region. 

   The scores of these three principal components were used for the cluster analysis 

(CA) by means of grouping the 35 administration units and, as a result, 5 regions 
(the suburb, the plain, semi-plain, semi-mountainous, and mountainous) were ob-
tained (Fig. 3). 

   Secondly, to make the regionalization considered the comprehensive agricultural 
development of this area, 22 variables related to agriculture and farms were chosen 
for the PCA. Similarly, the interpretation and the scores of the components were 
considered. 
   The first principal component could explain 46.97 % of the total variance. 
This principal component showed the contrast between the large-scale farms in the 
farm labor abundant region and the other farms. It, therefore, gave the aggregate 
index for the scale of farm business. 

   The second principal component had the share of 17.80 % of the total variance 
of the origianl data. It gave the aggregate index of productivity. 

   The scores of these two principal components were used for the CA by means 
of grouping the 35 administration units and, as a result, 5 regions (I, II, III, IV and 
V) were obtained (Fig. 5) . 

   Finally, the combination between the economic regionalization and the region-
alization based on the comprehensive agricultural development was considered in 
order to seek for the final regionalization. The result suggested the regionalization 
of the studied area into 11 district regions (Table 9).


